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全体概要 ― 香港について

　香港は中華人民共和国の南部に位置する特別行政区で
あり、面積は東京都の約半分に相当する約1,103平方キロ
メートルである。
　GDPは2012年の2兆370億5,900万香港ドルから2017年
の2兆6,626億3,700万香港ドル（約3,409億USドル）へと
伸長が続いている。産業別にみると、サービス業による
GDPが9割以上と、圧倒的に大きな割合を占めているのが
特徴である。一方GDP成長率は2011年には8.9％であった
が、2016年は3.9％となり鈍化傾向にある。

　総人口は約734万人で、年々増加傾向にある。世界有数
の高人口密度地域であり、日本と同様に少子高齢化が進ん
でいる。労働力人口は約392万人で、産業別にみると、金
融業をはじめとするサービス業に従事する人の割合が最も
大きい（2016年統計値）。
　月収の中央値は年々増加傾向にあり、2012年の12,000
香港ドルから2017年の15,500香港ドルまで増加を続けて
いる。

※GDPは名目GDP

※為替レート：1USドル=7.81香港ドル（2017年 8月 1日現在。出典：Bloomberg）

ジェトロ世界貿易投資報告-香港

2017年の香港の実質GDP成長率は3.8％と2011年（4.8％）以来の高い伸びを示した。民間消費支出を始めとする内
需の拡大が奏功した。貿易に関しては輸出、輸入とも2014年以来3年ぶりに増加に転じた。
2018年第1四半期の実質GDPは4.6％と、四半期ベースでは2011年第2四半期以来の高水準となった。香港特別行
政区政府（以下、香港政府）は、通年の成長率を3～4％と予測しているが、米中貿易摩擦など外部環境の変動は、
今後の懸念要因となっている。
【出典：『2018年版ジェトロ世界貿易投資報告（第2部 国・地域別編）』日本貿易振興機構（ジェトロ）,2018】
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1．経済

GDPは成長トレンドが続き2017年は約2兆6,626億香港ドル。産業別ではサービス業の占
めるGDP比率が圧倒的に大きい

　香港のGDP総額は毎年伸びており、GDPは2012年の2兆
370億5,900万香港ドルから2017年の2兆6,626億3,700万香
港ドルへと成長トレンドが続いている。
　産業別にみるとサービス業のGDP比率が圧倒的に大き
く、2016年時点で全体の92.2％、2兆2,301億4,700万香港
ドルを占めている。サービス業の内訳としては、貿易、卸
売業、小売業、行政、社会、個人サービス、金融業、保険

業の順にGDP額が大きい。
　GDP成長率は、2011年は8.9％と高かったものの、2016
年は3.9％であった。
　産業別GDP成長率をみると、産業間で開きが大きく、
2016年時点で最も高い成長率の産業は農林水産業、鉱業、
採石業で16.4％、次いで建設業の15.4％である。

※GDPは名目GDP

1－1　GDP
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1－2　GDP成長率
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2．人口

総人口は約734万人。50歳以上の人口数の伸びが大きく、さらなる高齢化が進むことが
予測される（2016年統計値）

　総人口は2011年の707万1,600人から増加を続け、2016
年は733万6,600人に至っている。また、男女別では女性の
人口比率が高く、2016年統計値では男性約338万人に対し
て、女性は約396万人であった。年齢別で人口の推移をみ
ると、50歳以上の人口が2011年から2016年にかけて特に
増加傾向にあり、50歳未満を含めた人口動態からも、今後

さらなる高齢化が進むことが予測される。
　国籍別の人口比率をみると、男性の場合は中国（永住地
は香港）が94.0％を占めているのに対し、女性は87.0％と
やや差があり、中国以外の国籍の女性が比較的多い傾向に
ある。中国以外の国籍としては、インドネシア4.0％、フィ
リピン4.4％である。

2－1　人口
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3．労働力人口及び関連する統計データ

労働力人口は2016年時点で約392万人。女性の増加率が高い。また55歳以上の労働力人
口も年々増加傾向にある

　労働力人口は2011年時点の約370万人から2016年には
約392万人に伸びている。特に女性の労働力人口の増加率
が高く、男性はこの6年で約5万3,000人の増加（2016年：
約199万6,000人）であるのに対して、女性は16万4,000人
の増加（2016年：約192万4,000人）と大きな伸びを示して
いる。
　働き盛りとなる20～40代の労働力人口が最も多い一方、
55歳以上の労働力人口の増加傾向も強く、特に55～59歳
の層をみると2011年には約31万人であったが2016年には
約41万人にまで増えている。
　なお、香港では外国籍の家政婦が多く働いている特徴が
あるが、その数も全体として増加傾向にあり、中でもフィ
リピン人・インドネシア人の従事者が非常に多い（2016年
統計でフィリピン人：約19万人、インドネシア人：約15
万人）。
　就業者数は、2012年の約365万人から2017年の約384万

人へと増加傾向にある。男女別では、男性が女性を上回っ
ているが、2012年の男女差が約14万人であったのに比べ
ると、2017年には約5万人へと差が小さくなっている。
　就業形態別には、従業員として働く人が大半であり、自
営業、雇用者は少数にとどまる。産業別では、行政、社会、
個人サービスに携わる人数が最も多く、約102万人である。
次いで金融業、保険業、不動産業、専門・ビジネスサービ
ス、小売業、宿泊業、飲食サービス業の順に従事人数が多
く、製造業の従事者が約12万人と著しく少ないのが特徴
である。職種別には、単純作業の従事者と準専門職の人数
が多く、いずれも約75万人前後である。いずれの職種も
経年による変化は少ない（2016年統計値）。
　失業率については、2011年から2016年にかけては3.3～
3.4%といったほぼ同様の水準値で推移している。不完全
就業者数は年々減少傾向にあり、2016年は5万5千人、不
完全就業率は1.4％であった。

3－1　労働力人口
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3－2　就業者数
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3－3　失業者数・失業率・不完全就業者数・不完全就業率
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4．賃金

月収は年々上昇。職種別の所得差が大きく、月収にして3万香港ドル以上の開きがある

　月収（中央値）は2012年時点の1万2,000香港ドルから
年々上昇しており、2017年は1万5,500香港ドルとなった。
男性の方が女性より高い傾向にあり、2017年の月収は男性
が1万8,800香港ドル、女性が1万3,000香港ドルであった。
　年齢別にみると、35～44歳が一貫して最も高い水準値に
あり、2017年統計値では35～44歳の月収が1万8,100香港
ドル、次いで45～54歳の1万8,000香港ドルが続いている。
最も低いのは15～24歳で、1万1,400香港ドルであった。

　産業別に月収をみると、貿易、卸売業ならびに金融業、
保険業、不動産業、専門・ビジネスサービスで額が高く、
小売業、宿泊業、飲食サービス業、行政、社会、個人サー
ビスの額が低くなっている。
　職種別では差が大きく、管理職ならびに専門職の額が高
く月収4万香港ドル、単純作業の従事者は額が低く、平均
月収は1万香港ドルを下回っている（2017年統計値）。

4－1　月収（中央値）
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5．労働時間

週労働時間は45時間。単純作業従事者の労働時間が50時間と長い傾向に

　週労働時間（中央値）は45時間で、2017年統計値では
男女差は見られない。週労働時間が長い産業は小売業、宿
泊業、飲食サービス業と行政、社会、個人サービスで48時
間、反対に週労働時間が短い産業は貿易、卸売業で40時間

程度と産業間で開きがある。また職種別では単純作業の従
事者に長時間労働の傾向があり週労働時間は50時間、一方
事務補助員は40時間と労働時間が短い傾向にある（2017
年統計値）。

5－1　労働時間
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6．年間休日数

年間休暇付与日数は15～21日が約6割

　就業者による年次休暇付与日数の割合は、15～21日が約
6割、14日以下が約2割、22～28日が約2割である（2017

年統計値）。28日以上の付与者はほとんどいない。

6－1　年次休暇付与日数の割合
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本資料収録の情報について

本資料に収録した各データ・解説は本資料作成時点の公開された情報に基づき、株式会社パーソル総合研究所が編集・執
筆したものですが、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、本資料の情報を利用されたことにより生
じるいかなる損害についても責任を負うものではありません。
データ更新：2018年11月現在
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